
 

 

別記様式第I―3 

 

番     号 

年  月  日 

 

 

 国土交通大臣 氏 名 殿 

 

 

事業主体の長 氏 名 印 

 

 

平成  年度     事業遂行状況報告書 

(平成年度第四半期) 

 

 

 平成  年  月  日付け   第   号で交付決定の通知を受けた標記事業の平

成  年  月末日における遂行状況について、補助金等に係る予算の執行の適正化に関

する法律第12条の規定により、別紙のとおり報告します。 



 

 

別表 遂行状況報告書 

   (第3第1項第1号に掲げる事業の場合) 

 (1) 総括表 

事業進捗状況 事業費支払状況 

助成の種類 
補助対象
事 業 費 
(A) 

第  四半
期までの
出 来 高 
(B) 

進捗
率 
(B)／
(A) 

第  四 半
期までの
支 払 額 
(C) 

支払
率 
(C)／
(A) 

備 考 

共同施設等整備費 千円 千円 ％ 千円 ％   

加 齢対応構造等費             

団地関連施設整備費             

土 地 整 備 費             

合 計             

 (2) 内訳書 

団地及び認定事業者名           

未 着 手   ％                

工 事 中   ％                共同施設 
等整備費 

完 了   ％                

未 着 手   ％                

工 事 中   ％                加齢対応 
構造等費 

完 了   ％                

未 着 手   ％                

工 事 中   ％                
団地関連 
施設整備 
費  

完 了   ％                

未 着 手   ％                

工 事 中   ％                土地整備 
費  

完 了   ％                

 



 

 

別表 遂行状況報告書 

   (第3第1項第3号に掲げる事業の場合) 

 (2) 総括表 

事業進捗状況 事業費支払状況 

助成の種類 
補助対象
事 業 費 
(A) 

第  四半
期までの
出 来 高 
(B) 

進捗
率 
(B)／
(A) 

第  四 半
期までの
支 払 額 
(C) 

支払
率 
(C)／
(A) 

備 考 

共同施設等整備費 千円 千円 ％ 千円 ％   

加 齢対応構造等費             

合 計             

 (2) 内訳書 

団地及び認定事業者名           

未 着 手   ％                

工 事 中   ％                共同施設 
等整備費 

完 了   ％                

未 着 手   ％                

工 事 中   ％                加齢対応 
構造等費 

完 了   ％                

 



 

 

別表 遂行状況報告書 

   (第3第1項第2号又は第2項に掲げる事業の場合) 

(A)の内訳 

(ロ) 
用地完 

(ハ) 
宅地造成
着手済 

(ニ) 
建物工事
着工済 

(ホ) 
竣 工 

事 業 名 

(A) 
事業実施 
計画承認 
戸数 

(イ) 
未着手 

戸数 率 戸数 率 戸数 率 戸数 率 

備考 

一般分 
                      

国庫債 
務負担 
行為分 

                      
高齢者向
け優良賃
貸住宅建
設事業 

合 計                       

(記載上の注意) 

 1 用地完には、用地買収契約完了および借地契約完了した戸数を記入すること。 

 2 宅地造成着手済には、現在宅地造成中のもの、宅地造成が完了したもの、建物工事着

工済のものおよび宅地造成が不要なものを含む。 

 3 建物工事着工済には、現在建物工事中のものおよび竣工のものを含む。 

 4 (ロ)、(ハ)、(ニ)、(ホ)の各欄の率は、それぞれの戸数を(A)で除した百分率を小数

点以下第1位まで記入する。 

 5 「備考欄」には、事業遅延の理由および補助金交付決定未済のものについては、その

戸数および理由を記入すること。 

 6 各年度事業ごと別葉とすること。 

 7 当該年度事業が全て完了するまで提出すること。 

 8 未着工で翌年度に繰越したものについては、各欄( )書き内数で必ず記入すること。 


